 　最近「デフレ傾向が危惧される」等、新聞記事によく登場している。しかし、何故デフレになると「危険」なのか、一般庶民にはありがたい話であるはずである。「誰が、危機なの？」短期ビジョンしかなく「株主重視」の戦術Only 戦略なき自転車操業経営者は、商品価格が下がると直近の利益が圧迫されるので、「危機」かもしれない。しかし、それは、「自分の立場の危機」であり、長期的にみた場合には、原材料や部品代その他諸々の価格が下がるだけであり、会社としては「危機」とも思えない。さらに、その状況でコスト対応力が出せれば国際的には、価格競争力が出るので逆に喜ばしいことではないだろうか？多くの大企業のトップは「ところてんサラリーマンのなれの果」に過ぎないのだから、既得権益にしがみつくのではなく、「会社の将来を考えること」が人間と立派な態度である。第一「あなた個人の会社ではなく、会社を大きくしたのはあなたではない、ことを認識し」一般従業員には、マネのできない「徳」で会社を運営願いたいものである。この様に長期的にみれば、会社デフレは別に困ることは何もない。であるなら、マスコミは何故「危険」と騒ぐのか？
　借金まみれの日本政府はインフレが続いてくれないと、返す金の価値が上がってしまい大変なことになる。同じ様に銀行も困る。こんな、一部の業種を保護するだけのために多くの国民にロスを与えてもいいのかである。しかも、この考えは非常に短絡的である様に思う。英語を話せるから国際人、この程度の発想と同じである。企業は日本の閉塞的な市場だけで闘っても限界がある。国際な競争力をつけるには、デフレの方がやりやすい。日本企業が国際的に力をつければ、利益から還元されるもので、政府や銀行が懸念することは解消される。韓国や台湾が先端技術の企業を優遇するのは、限界ある国内市場から脱却を図り世界企業を目指すためである。そのための投資がより大きくなって帰ってくればそれで良いのである。大きな利益のために「投資」をする。事業として当たり前のことを国もしているのである。この２国の物価はアジア圏では高いは言え日本の1/3以下であろう。日本のデフレが進み、仮に半分になったとして、その結果破たんするなら、日本政府はあまりに無策であると言えるのではないだろうか？賃金が今後、右肩あがりで上がらない以上
デフレは一般市民には、Welcomである。その進行をどうしても回避したい言うのであれば、小泉行革という名の元に、基本は国民を欺き、国民の貯金や預金がアメリカのバブル支援に流れ、その結果多くは紙屑と化した点を反省し、金利をもっと上げてもいいのではないだろうか？これも、短絡的にみれば問題がある様に感じるが、「利子分」は今までになかった付加価値であるので、消費に回る可能性が高く、且つ退職金等の蓄財のある人は老後の不安も多少は薄まり、景気は回復する様に思われる。GDP世界第２位とは言え、国家の礎をつくってきた高齢者がその日の生活に困る様では、単なる数字のみせかけでしかない。その多くは、帰ってくるあてのないアメリカ国債に化けてしまったのではないだろうか？
